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た (モデル適合度:CMIN=13.755, df=26, p=.976, CMIN/df=.529, NFI=.971, CFI=1.000, AIC=91.755, RMSEA=.000)。
従って、家族機能を高める援助によって抑うつ状態の軽減、育児自己効力感の向上、さらに育児負担感を軽減できるこ
とが示唆された。 
 
 
  
これらの３つの研究により、以下の4点が明らかとなった。 
1. 育児関連のストレス反応である育児困難感には、母親の不安・抑うつ、子どもの育てにくさが影響し、子どもの育
てにくさが母親の不安・抑うつを助長する因子となる。 
2. 妊娠期は妊婦の約5割が、産後1ヶ月では約7割が抑うつ状態にあり、抑うつ状態が育児自己効力感を低下させ、育児
負担感を高める。 
3. 妊娠期から家族機能を強化することによって抑うつ状態は軽減し、育児自己効力感は高まり、産褥期の育児困難感、
育児負担感の軽減に繋がる。 
4. 母親の抑うつ状態と子どもの扱いにくさを軽減し、育児自己効力感を高めるために強化すべき家族の機能的特性は、
「役割と責任」「情緒的絆」「外部との関連」「コミュニケーション」である。 
 
従って、今後、周産期の女性の抑うつ状態を予防し、育児自己効力感を高め、育児関連のストレス反応を軽減する支
援を家族機能の側面から展開することの有効性とその方向性が明らかとなった。 
 
日本では安心して子供を産み育て、全ての国民が同じ水準の母子保健サービスを受けられることを目的に、平成13
年度より「健やか親子21」の国民運動計画が展開されている。平成27年度からの「健やか親子21（第2次）」では、「育
てにくさを感じる親に寄り添う支援や虐待予防のための妊娠期からの切れ目のない援助」が重点課題の１つに挙げられ
ている。本研究は、妊娠期を含めた家族の機能状態や機能的特性に着目し、調査を実施したものである。母親の育児関
連のストレスや周産期のうつ病の予防を家族の機能的側面からアプローチすることの有効性と援助の方向性を示した
本研究成果は、今後の周産期看護における新たな介入の開発に向けた基礎的資料となりうるという点で、社会的意義の
高い研究と考えられる。 
 
以上より本論文は博士（看護学）の学位授与に値するものであると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
